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（２）次世代グリーンデータセンターの開発（研究開発項目３）



半導体・情報通信産業の省エネ化

⚫ 半導体は、５G・ビッグデータ・AI・IoT・自動運転・ロボティクス・スマートシティ・DX等のデジタル社会を
支える重要基盤であり、安全保障にも直結する死活的に重要な戦略技術。

⚫ カーボンニュートラルの実現には自動車や産業機器、電力、鉄道、家電などさまざまな電気機器に使
用されるパワー半導体、及び年30%に昇るデータ量増加に伴うデータセンターの省エネ化が重要。

・・・
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2出典：半導体・デジタル産業戦略



日本の半導体を巡るグローバルな構造変化

日・米・欧で寡占

電気製品の一部品

台湾・韓国台頭、米中対立
⇒ 半導体は国際戦略物資へ

デジタル化・グリーン化の進展
⇒ 半導体がセキュリティ・脱炭素

のキーパーツに

対立
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（１）経済安全保障の環境変化
➢ 米中技術覇権の対立により、

半導体の確保は経済安全保障と直結。

（２）アフターコロナのデジタル革命
➢ ありとあらゆる社会がデジタル化し、

半導体はデジタル化の帰趨を握る基幹製品。

（３）エネルギー・環境制約の克服
➢ 2050年カーボンニュートラルを目指す上で、

半導体の省エネ化・グリーン化は必須。

（４）レジリエンスの強靱化
➢ 半導体不足による最終製品の生産停止など、

あらゆる産業へのインパクト（サプライチェーンリスク）
が甚大。

（５）日本企業の凋落
➢ 半導体世界市場の拡大にもかかわらず、

過去30年間で日本の存在感は低下。

【20世紀】 【21世紀】

出典：東京エレクトロン デバイス(株)HP
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日
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⚫ IoT用半導体生産基盤の緊急強化（Step:１）

⚫ 日米連携による次世代半導体技術基盤（Step:２）

⚫ グローバル連携による将来技術基盤（Step:３）

我が国半導体産業復活の基本戦略

Step 1：IoT用半導体生産基盤
⇒生産ポートフォリオの緊急強化

2020年

2025年

市場規模全体：約50兆円 市場規模全体：約75兆円 市場規模全体：約100兆円

産業機器
（スマートシティ、
スマートファクトリー 等）

産業機器
（スマートシティ、
スマートファクトリー 等）

引用：OMDIAのデータを基に経済産業省作成

2030年

Step 2：日米連携強化
⇒日米連携プロジェクトで次世代半導体

技術の習得・国内での確立

産業機器
（スマートシティ、
スマートファクトリー 等）

Step 3：グローバル連携
⇒グローバルな連携強化による
光電融合技術など将来技術の実現 4



⚫ 先端半導体の製造基盤整備への投資判断を後押しすべく、5G促進法およびNEDO法を改正し、令和4年3
月1日に施行。同法に基づく支援のため、先端半導体の製造基盤確保（令和３年度補正予算）で6,170
億円を計上して基金を造成。

⚫ 2022年9月までに、先端半導体の生産施設の整備および生産を行う計画につき、経済産業大臣による認定
を３件実施。

関連事業者

認定日 2022年6月17日 2022年7月26日 2022年9月30日

最大助成額 4,760億円 約929億円 約465億円

計
画
の
概
要

場所 熊本県菊陽郡菊陽町 三重県四日市市 広島県東広島市

主要製品 ロジック半導体（22/28nmプロセス・12/16nmプロセス） ３次元フラッシュメモリ（第６世代製品） DRAM（1β世代）

生産能力 5.5万枚/月（12インチ換算） 10.5万枚/月（12インチ換算） 4万枚/月（12インチ換算）

初回出荷 2024年12月 2023年2月 2024年3～5月

製品納入先 日本の顧客が中心
メモリカードやスマートフォン、タブレット端末、パソコ

ン／サーバー向けのＳＳＤの他、
データセンター、医療や自動車等分野

自動車、医療機器、インフラ、
データセンター、５Ｇ、セキュリティ等

設備投資額
※操業に必要な支

出は除く

86億ドル規模 約2,788億円 約1,394億円

（※）JASM の株主構成：TSMC（過半数）、ソニーセミコンダクタ
ソリューションズ株式会社（20％未満）、株式会社デンソー（10％超）

（※）いずれも10年以上の継続生産

先端半導体の製造基盤確保

先端半導体の製造基盤整備に向けた支援強化のため、令和４年度補正予算で4,500億円の基金積み増しを実施 5



半導体の安定供給確保に向けた施策

①従来型半導体

パワー半導体
マイコン
アナログ

✓従来型半導体の国内製造能力強化に向けた大規模な設備投資等の支援により、 安定的
な供給体制を構築。

✓なお、パワー半導体については、市場が大きく拡大すると見込まれているSiCパワー半導体を
中心に、国際競争力を将来にわたり維持するために必要と考えられる相当規模の投資に対
して、重要な部素材の調達に向けた取組内容についても考慮しつつ、集中的に支援を実施。

②半導体製造装置 ✓ 製造装置の国内製造能力強化に向けた大規模な設備投資等の支援により、安定的な供
給体制を構築。

③半導体部素材

✓ 半導体部素材の国内製造能力強化に向けた大規模な設備投資等の支援により、 安定
的な供給体制を構築。

✓ なお、SiCウェハに関しては、パワー半導体産業の国際競争力の確保に資する取組内容で
あるかについても考慮。

④半導体原料 ✓半導体原料のリサイクルの促進、国内生産の強化、備蓄、輸送体制の強化に向けた設備
投資等の支援により、 安定的な供給体制を構築。

⚫ 経済安全保障推進法に基づき、特定重要物資として半導体を指定した上で、従来型半導体及
び、半導体のサプライチェーンを構成する製造装置・部素材・原料の製造能力の強化等を図ること
で、各種半導体の国内生産能力を維持・強化する。こうした内容が盛り込まれた、半導体の安定
供給確保に向けた取組方針について、2023年１月に公表。

⚫ 令和４年度補正予算では、半導体のサプライチェーン強靭化支援事業として、合計3,686億円
を計上。

従来型半導体および製造装置・部素材・原料の供給能力の強化
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半導体・情報通信産業のグリーン成長戦略
◆ ①デジタル化によるエネルギー需要の効率化（「グリーン by デジタル」）と、②デジタル機器・情報通信の省エネ・グリーン化（「グリーン

of デジタル」）の二つのアプローチを車の両輪として推進。パワー半導体やデータセンターの省エネ化を促進。

2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略
（令和３年６月18日）



次世代デジタルインフラの構築（国費負担額：上限1,410億円）
【次世代グリーンパワー半導体】

⚫ パワー半導体は自動車・産業機器、電力・鉄道、家電など、生活に関わる様々な電気製品の制御に使用される。例
えば、電動車の損失のうち約20%がパワー半導体の損失とされており、様々な電気機器の省エネ化に重要。

⚫ 本プロジェクトでは、電動車、再エネなど電力、サーバ電源等、カーボンニュートラルに向けて革新的な省エネ化が必
要な分野において、次世代パワー半導体（SiC、GaN等）による50%以上の損失低減と社会実装を促進するため
のSiパワー半導体と同等のコスト実現に向けた低コスト化に取り組む。

【次世代グリーンデータセンター】

⚫ 産業・社会のデジタル化に伴うデータセンターの消費電力急増に対して、光電融合技術を導入することにより、超低
消費電力、超高速処理の達成を目指す国際的な取組が展開されつつある。

⚫ 本プロジェクトではサーバ内等の電気配線を光配線化する革新的な光電融合技術により、データ集約拠点であるデー
タセンターの40%以上の大幅な省エネ化を目指す。

○想定される取組(例) ※中容量・大容量帯はSiC、小容量帯はGaNを想定

◎次世代グリーンデータセンター

0

200

400

600

1 2 3 4 5 6

○チップ間配線の消費電力

通信速度 2025頃

電気配線

光配線

光配線の
必要性増大

0

200

400

600

1 2 3 4 5 6

ミリワット 電気配線
→光配線

○サーバ内の光電融合

半導体
• CPU
• アクセラレータ
• メモリ など

◎次世代グリーンパワー半導体

・ 高性能化・高信頼性化に向けて、欠陥低減等の材料に近い技術や
制御技術等の実証に近い技術などを実施。

・低コスト化に向けて、 AIも活用しながら素材（ウェハ）の大口径化
(150mm⇒200mm）・高品質化に向けた製造技術の開発を実施。

・ データセンターの革新的省エネ化に向けて、「光電融合技術」が
ゲームチェンジ技術として登場。

・ 光電融合技術は、電子デバイスに光エレクトロニクスを融合し、
電気配線を光配線に置き換えることで、省エネ化・大容量化・低遅延化を
実現（ネットワークシステム全体で電力消費1/100）。

8



9

本プロジェクトで取り組むテーマ

（１）次世代グリーンパワー半導体

（２）次世代グリーンデータセンター
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パワー半導体（電力制御）の高性能化の必要性

⚫ 世界の用途別電力需要のうち、約半分がモータによる電力となっており、モータの駆動
等に用いられるインバータ（パワー半導体を使った機器）の効率改善は、様々な電気
機器の電力制御時の損失低減により、電化・デジタル化社会の実現に貢献。

⚫ 例えば、HV自動車の電力損失のうち、約20%がパワー半導体による損失であり、
サーバーの消費電力のうち、約25%がパワー半導体が使用されている電源の損失。

【HV自動車の電力損失】

トヨタ自動車資料より引用
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次世代パワー半導体市場の動向

⚫ パワー半導体の世界市場規模は拡大しており、現時点で約3兆円であるが、2030年
には5兆円、2050年には10兆円市場になると言われている。

⚫ 電気機器の多くは従来のSi（シリコン）が使用されているが、次世代パワー半導体
（SiC（シリコンカーバイド）、GaN（窒化ガリウム）、Ga2O3（酸化ガリウム）
等） はSiよりも省エネ性能に優れており、今後市場規模が拡大することが予想されて
いる。

⚫ 特に、カーボンニュートラルに向けて重要な電動車、再エネ等電力、データセンター向け
に需要が拡大することが予想されている。

◎パワー半導体の市場（世界）

出典：NEDO「低炭素社会を実現する次世代パワーエレクトロニクスプロジェクト」

シリコン
（Si）

ｼﾘｺﾝｶｰﾊﾞｲﾄﾞ
（SiC）

窒化ガリウム
（GaN）

酸化ｶﾞﾘｳﾑ
(Ga2O3)

オン抵抗 × 〇 〇 ◎

耐圧 × 〇 〇 ◎

高速性 × 〇 ◎ △

熱伝導 〇 ◎ 〇 ×

価格 ◎ × × ○

適した領域 －
中容量
大容量

小容量
中容量
大容量

次世代パワー半導体

※GaNはGaN on Siを想定

2050

10兆円

次世代パワー半導体

◎各半導体材料の特徴
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次世代パワー半導体デバイス製造技術開発で想定される取組（例）

⚫ パワー半導体は耐圧毎に技術課題に対する解決方法が異なるため、各用途に応じた
耐圧レンジ（1.2kV級である電動車、1.7kV級である産業機器、3.3kV級以上の再
エネ等電力、750V級以下のサーバ電源等）で細分化し、複数の取組を並行させるこ
とを想定（具体的な取組内容の組み合わせは、事業者の提案に委ねる）。

⚫ 2030年までに、いずれも、電圧変換器や電源のPoCにより、損失低減効果を実証。

小容量帯
（サーバ電源等電源向け）

中容量帯
（xEV/産業機器向け）

大容量帯
（再エネなど電力）

高効率・小型電源
－750V級以下
－高性能化、高信頼性化
－高品質結晶成長技術
－高効率制御技術
（例.電磁波ノイズ対策）

－回路技術開発
（例.高効率電源）

電動車向けパワー半導体
－1.2kV級
－高性能化・高信頼性化
－大口径・高品質ウェハ
－高効率制御技術
（例.高効率モータ駆動）

産業機器向けパワー半導体
－1.7kV級
－高性能化・高信頼性化
－大口径・高品質ウェハ
－高出力密度化（例.急速充電）
－モジュール技術（例.高放熱化）

再エネ等向け変換器・遮断機
－3.3kV級
－高性能化・高信頼性化
－大口径・高品質ウェハ
－モジュール技術
（例.故障時の信頼性確保）

－高耐圧化
（例.系統など大電力変換）
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SiCパワー半導体の市場動向

⚫ 本プロジェクトでは、SiCパワー半導体のターゲットアプリケーションとして、“車載”、“産業機械
等”、“再エネなど電力”向けのデバイス開発を進めているところ、昨今の市場動向は以下の傾向。

⚫ 中国や欧州における太陽光発電などのエネルギー分野の需要が堅調。

⚫ 車載ではSiC採用が加速しており予想よりはるかに速くなっており、急速に車載分野のウエイトが
高まっていく見通し。

⚫ このほか，電鉄車両やエネルギー，産業分野の高耐圧アプリケーションでも，今後採用増加が
期待される。

⚫ 日本勢としてはロームがトップであるが、STMicroやInfineonからは大きく劣後している状態のため、
本プロジェクトによって性能改善とコスト低減を進めることで、シェア拡大を狙う。

出典：Omdia
出典：富士キメラ総研
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SiCウェハの動向

⚫ ウェハの製造方式については各社ともアプローチが異なる状態。

⚫ 将来的には、低コスト・高品質なウェハが必要になるため、足下の生産能力拡大だけで
はなく、将来の差別化技術を保有しておくことが市場獲得には極めて重要。

出典：NEDO作成
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国内外の動向

⚫ 本プロジェクトと同様に、各社低損失化に向けた技術開発を進めていることに加えて、コ
ストダウンのために8インチの量産準備を開始している。

⚫ 同時に、車の電動化等に伴う需要拡大に向けて、競合各社はSiCパワーデバイスの供
給能力増加に向けて積極的な投資を行っている。

⚫ また、SiC市場の急拡大に伴い、ウェハメーカの買収が進んでいる。

■STMicro（スイス）
・イタリアで既存工場にウェハ製造工場を新設
・今後5年間で約106億円を投資予定（政府支援含む）
・ウェハメーカーNorstel AB社を買収

■Infineon（ドイツ）
・SiCのみならずGaNパワー半導体の生産能力増強のため、
マレーシア工場に製造棟の新設を計画（24年稼働）
・投資額としては約290億円。
・レゾナックとSiCエピウェハの供給契約を締結

■On semiconductor（アメリカ）
・米国内工場およびチェコ工場における
生産施設の拡張工事が完成
・GT Advanced Technologies買収

■Wolfspeed（アメリカ）
・米国のウェハ製造工場を新設
・ドイツにも8インチ工場の建設計画を発表

出典：NEDO作成
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GaNパワーデバイスの市場動向と現状

⚫ 本プロジェクトでは、GaNパワー半導体のターゲットアプリケーションとして、“サーバーなどの電
源”向けのデバイス開発を進めているところ、昨今の市場動向としては以下の傾向。
⚫ ACアダプターの需要増加及びサーバー電源が好調で、今後もデータセンターや携帯電話基地局

での5G通信導入など通信機器の需要増加により情報通信機器分野は堅調であると予想される。
⚫ また，2022年以降は車載分野での採用進展が期待されており、車載用途では低電圧
（100V以下）と高電圧（650V以上）の両方が採用される。

⚫ SiCパワー半導体と比べると中小規模のプレイヤーが市場を寡占している状態ではあるが、大手パ
ワー半導体メーカはGaNパワー半導体メーカを買収しながら、市場に参入し始めている。
⚫ 現状日本勢は市場にほぼ入れていないが、市場は今後急拡大するため参入のチャンス。

出典：Omdia 出典：Yole “Power GaN 2022” 



次世代パワー半導体による
・性能改善
・高コスト化
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次世代グリーンパワー半導体に係る研究開発目標

⚫ 次世代パワー半導体による50%以上の損失低減とSi並のコスト実現（量産時）を
2030年までの目標として設定。（50%の損失低減は電動車では5～10%程度の電費改善に相当。）

⚫ 欠陥低減といった材料に近い技術や制御技術等の実証に近い技術など、複数の要
素技術開発を並行して進めることで、一般的な技術開発トレンドからの前倒しを実現
していく。

コスト

性能

本プロジェクトで
性能改善
低コスト化

◎2030年までの開発目標

Si

SiC

開発するSiC

損失

年

本プロジェクトにより
加速

50%削減

これまでの
技術開発
トレンド

2030年

本プロジェクトで加速
欠陥低減技術
制御技術 等

◎性能改善のイメージ

2020年

企業の自助
努力で実施
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本プロジェクトで取り組むテーマ

（１）次世代グリーンパワー半導体

（２）次世代グリーンデータセンター



社会・経済を支えるデジタルインフラ（計算資源）のグリーン化の必要性

⚫ IoTデバイスやAI需要の爆発的増加に比例して、データ処理に必要な電力消費量も増大する。
今後、電力消費量が制約となり、機会損失が増大する恐れ。

⚫ 加えてAIの環境負荷への懸念も増大。

出典：Nature 2018/9

デジタルインフラの消費電力量の推移及び予測

出典：Forbes 2020/8

x5x300

CO2排出量ベンチマーク

大規模なAI訓練のCO2排出量は
自動車のライフタイム排出量の約5倍

データセンター

ネットワーク
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「半導体・デジタル産業戦略検討会議」より引用



グリーンデータセンター（DC）市場規模

⚫ グローバルDC市場規模は2021年時点で552億米ドルと推定されており、2030年には1,241億
米ドルまで拡大する見込み(CAGR+9.2%)

⚫ 2018年時点でグリーンデータセンターの市場規模は65億米ドルであり、2026年には350億米ド
ルまで拡大すると予想される（CAGR+23.4%）

出典:DBJ「データセンター業界レポート～データセンター業界の最新の動向～」(2021/11) 22



⚫ 2030年までに、➀光エレクトロニクス技術（光電融合モジュール）の開発、②光に適合したチップ
等の高性能化・省エネ化技術の開発（CPU、アクセラレータ）、③ディスアグリゲーション技術の
開発により、データセンターの40％以上の省エネ化を実現。

次世代グリーンデータセンター技術開発（全体像）
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CPU アクセラレータ

メモリアクセス高速化

メモリドリブン
コンピューティング

〈ロジック〉 〈電源等〉

〈サーバ〉

〈他のサーバ / スイッチ / データセンター〉

「グリーンパワー
半導体」

QVM

サンライズメモリ

〈メモリ〉

SSD/
ストレージクラスメモリ

超省電力設計

光ネットワーク
インターフェース

カード

光インターフェース

サーバ間

データセンター内/外

不揮発性メモリ

チップ間/ボード間

ディスアグリゲーション

光電融合デバイス

光配線

高速化

光電コパッケージ

➀ ➀

② ②

③
②

②
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データセンターの電力消費の状況と本プロジェクトの研究開発目標

⚫ これまでは、従来型データセンターから、効率の良い大規模なクラウド型・ハイパースケール型デー
タセンターに置き換わることにより、世界のデータセンターの電力消費量の増加は比較的抑制でき
ていた。(2010～2019年は約 200 TWh 程度で微増。世界の電力消費の0.8%)

⚫ 一方で、今後は大規模データセンターの急増により、データセンター全体の電力消費量も増加
に転じることが予想され、これまでの技術進化では、電力消費量の増加に追いつけないと予想さ
れる。

⚫ こうした背景の下、本プロジェクトでは、光電融合技術等をデータセンターに適用することで、
2030年までに、現時点の最先端のデータセンターと比べて40%以上の省エネ化を実現する。

IEA Global data centre energy demand by data 
centre type, 2010-2022を元に経産省作成Year

P
o
w

e
r 

[T
W

h
]

データセンター全体
の電力消費

大規模（クラウド、ハイパー
スケール）

小規模

（目標）
40%以上削減し、増加を抑制



⚫ 市場動向とその変化

データセンターにおけるエネルギー需要は更に増大し、省電力化が益々求められているICT機器の高
度な制御を可能とする次世代インターコネクト規格の策定など社会実装に向けた活動が活発化。

一方、アクセラレータの競争環境が変化し、投資力を梃に最新の技術を一早く適用した汎用アクセ
ラレータ製品がNECが開発を進める「省電力アクセラレータ」を超える勢いでデータセンターのAI
領域を広く網羅するレベルまで進化。

⚫ 今後の取組方針

上記の著しい競争環境変化により、当初見込んでいた事業計画の実現が困難となったため、次世
代グリーンデータセンター技術開発のうち「省電力アクセラレータ開発」について、NECは経営判断とし
て当該開発を中止。この中止がテーマ全体の省エネ目標達成には影響ないことを試算済み。

一方で、NECの事業戦略ビジョンでキー技術としている「ディスアグリゲーション技術の開発」は継続し、
汎用アクセラレータを用いてディスアグリゲーション技術の有効性検証とエコシステム形成を進める
ことで社会実装を加速。

⚫ 研究開発・社会実装計画の変更

「省電力アクセラレータ開発」を中止とする旨を明記。

市場動向と今後の取組方針
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国内外における光電融合モジュールの開発動向

◆データセンターのサーバ周りに向けた光電融合モジュールの取り組みは、光源内蔵型のア
イオーコア、Intel、Ciscoの3社。

◆データセンターのサーバ周りでは、高温環境下で使用可能な光モジュールが必要。

伝送速度/面積
(Gbps/cm2)

動作温度(℃)85℃ 100℃室温-65℃

50

100

1000

5000

10000

２Fit/1lane@85℃、5年

34G/cm2

120G/cm2

190G/cm2

1.2T/cm2
1.2T/cm2

1T/cm2

<5FIT＠100℃（10年間）

Cisco

Intel
アイオーコア

モジュール

Siフォトトランシーバ

LDに反射防止フィルターを採用

光接続にレンズを使用、構造複雑

・量子ドットレーザによりフィルターなし
・光ピンによりレンズなし
⇒構造がシンプル

出典：アイオーコア作成資料



27

諸外国における省電力CPUの開発動向

＜米国・AMD（X86）＞
ワットあたりのパフォーマンスに注力し、2014-
2020年で25倍のエネルギー効率向上

⚫ X86/Arm/RISC-Ⅴのアーキテクチャが存在。従来のx86は米国企業が二強で、特に
AMDは2014-20年の間に25倍のエネルギー効率向上を達成するなど、業界最前線。

⚫ ArmとRISC-Vは、米国の中堅・新興企業が開発を推進。

https://www.v-t.co.jp/ampere-altra-altra-max/

＜米国・Ampere（Arm）＞
Armコアを80個集積するサーバ専用のマイクロ
プロセッサ「Ampere Altra」を2020年に発表

＜米国・Marvell（Arm）＞
Armコアを中核にしたネットワークインフラ装置
向けプロセッサの「OCTEON シリーズ」を2020

年に発表

＜米国・SiFive（RISC-V）＞

５年以内に商用サーバでの実用化を目指す
と２０１９年に宣言

出典：NEDO作成
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諸外国におけるアクセラレータの開発動向

⚫ 新興企業を含めた様々な企業がアクセラレータの開発を実施。新興企業の
Graphcore/GyrfalconはDC/エッジ等をマーケットとして事業を展開。AMDと
NVIDIAが光学実装の研究開発を推進し、社会実装を加速。

技術開発企業 取組内容

Google

Intel

Graphcore

• Googleは自社のAIサービス(検索・翻訳)のインフラ強化、クラウドサービスのオファリング拡大の為に深層学習用
の半導体を開発

• TPU v4を開発(2021)

• データ処理アクセラレーションのため、IntelはFPGAからAIチップまで自社開発と買収戦略を繰り返して多岐にわた
るソリューションを提供している

• 2019年にはDL向けアクセラレーター開発企業Habana Labs買収

• 独自のAIプロセッサ「IPU-Processor」を開発
• 新興AIアクセラレーターは投資家からの評価も高く、データセンター向けの採用も進んでいるものとみられる

AMD
• AMD Instinct(HPCとAI向け) v3を開発(2021)
• AMD とRanovusはサンディエゴで開催されるOFC2022にてXilinx(Versal ACAP：アクセラレータ)のコパッケー

ジされた光学実装の共同デモンストレーションを実施

Nvidia
• dpu bluefield 3を開発(2021)
• 2020年にGPUパッケージと4.8TbpsNVLink用のスイッチの両方で、GPUとコパッケージ化された光学系の設計

を披露

Gyrfalcon
• エッジの推論処理に特化したGyrfalcon社は、TSMCのembedded MRAMを、AIにおける推論処理に活用す

ることで、高速なIO処理と低消費電力を狙っている模様

出典：NEDO作成



29



30

社会実装に向けた取組

⚫ 2022年4月に次世代グリーンデータセンター協議会を設立。研究開発事業者に加え社会実装に
必要なデータセンター事業者と情報共有を行う。

⚫ 社会実装推進部会、さらに動向調査分科会を設置し、ユーザー、プレーヤーの動向やグローバル
なニーズの調査を行う。

⚫ 2022年11月にシンポジウムを開催し、データセンター事業者のNTTコミュニケーションズが基調講
演、その他社会実装推進部会紹介などを実施した。


